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予測の前提となる
土地利用変化シナリオ

国立環境研究所
地球環境研究センター 主席研究員

山形 与志樹

気候変動による地球環境への影響

人為的要因自然の要因
動植物数
の減少

・人口増加
・化石燃料の消費
・森林破壊

・海洋の変動
・火山の噴火
・地球軌道変化

雪氷の
減少

平均気温
の上昇

人への
健康影響

気候変動の要因となる人間活動に伴うCO2をはじめとす

る温室効果ガスの排出量は、将来の社会経済発展を
想定した複数のシナリオをもとに推定する。
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気候変動予測シナリオ研究の手順

社会経済
シナリオ

排出・土地
利用変化シ
ナリオ

気候の

シミュレー
ション

気候変動
シナリオリ ナリオ ション リ

気温や降水量
などの変化

大気、海洋モ
デ や全世界

人間活動や産
業からの排出

人口や経済等
社会経済の などの変化デルや全世界

平均気温のモ
デル等

業からの排出
量や土地利用
変化を予測

社会経済の
変化を予測

バランス型

+2.8(1.7～4.4)℃

℃

社会経済のシナリオ ( IPCCの例 )

（循環型社会）
+1.8(1.1～2.9)℃

+2.4(1.4～3.8)℃

+3.4(2.0～5.4)℃

( )

出典： ＩＰＣＣ 第4次評価報告書など

人口、経済、エネルギー利用、技術開発などを想定
して将来のシナリオを４つのパターンで描いた
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気候変動シナリオ( IPCCの例 )

出典： ＩＰＣＣ 第4次評価報告書
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次の第5次報告では安定化シナリオにチャレンジ

気候変動を予測するシナリオ( IPCCの例 )
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2000～2100年のCO2排出量の変化[10億ｔ-C]
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土地利用変化による将来気候への影響

••森林の森林のCO2CO2排出・吸収の変化排出・吸収の変化
••土地被覆の熱循環・水循環の変化土地被覆の熱循環・水循環の変化

土地利用変化土地利用変化

森林伐採

将来の気温変化
（全球と日本で影響評価）
将来の気温変化
（全球と日本で影響評価）

森林回復

土地利用変化による気候影響評価土地利用変化による気候影響評価
●地球システム統合モデルを利用し、各土地利用地球システム統合モデルを利用し、各土地利用
シナリオの地表面気温に対する影響を評価シナリオの地表面気温に対する影響を評価STEP 4

全球における土地利用変化の影響評価

全球土地利用シナリオの構築

土地利用変化に伴う炭素収支評価

シナリオの地表面気温に対する影響を評価シナリオの地表面気温に対する影響を評価

●生態系モデルを用いて森林減少・再生などにと
もなるCO2の排出・吸収を推定

STEP 3

●農地、牧草地、森林などの土地利用変化のパ
ターンを推定

STEP 1

STEP 2

社会経済シナリオの空間詳細化
●都市成長にともなう人口・GDPの地理的な分布変
化パターンを推定



5

全球空間詳細土地利用シナリオの構築

① 衛星画像から作成さ
れる土地被覆マップから
都市域を抽出

③土地の傾斜や作
物の生産性等の条
件を考慮。シナリオ
で与えられる各国の

0.5 degree

②国レベルの社会経済
シナリオから、国内の各
都市の成長をモデルで
予測

で与えられる各国の
農業生産量を実現
するために必要な農
地を割りつける

1km

都市成長の予測手法

約100カ国の都市面積と順位 GDPと都市面積の関係

都市はランクサイズルールに従い、GDPの3/4乗で成長する
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空間詳細社会経済シナリオ(人口)

アジアの都市に世界の人口が集積する

空間詳細社会経済シナリオ(GDP)
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GDPシナリオの比較 (2100年)

GDP 
[USD2000/mesh]

NIES

IIASA

途上国も経済発展する（不確実性は大きい）

空間詳細土地利用シナリオ (農地面積率)

農地の総面積は大きく変化しないが、空間分布は経済発展により変化
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空間詳細土地利用シナリオ (牧草地率)

牧草地の不確実性は大きい。アジア・アフリカで経済発展により変化

土地利用シナリオ (農地：2005年)

2.6W 4.5W

6.0W 8.5W
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土地利用シナリオ (農地：2050年)

2.6W 4.5W

6.0W 8.5W

土地利用シナリオ (農地：2100年)

2.6W 4.5W

6.0W 8.5W



10

作成された次期IPCCの土地利用シナリオ

RCP2.6（オランダ)
CO2吸収を目的とした
バイオマス作物生産に
よる農地面積増加シナ

RCP2.6（オランダ)
CO2吸収を目的とした
バイオマス作物生産に
よる農地面積増加シナ

RCP2.6RCP2.6 RCP4.5RCP4.5

リオ

RCP4.5（アメリカ)
炭素管理政策による森
林増加シナリオ

RCP6（日本）
牧草地における家畜生
産性向上による自然植

リオ

RCP4.5（アメリカ)
炭素管理政策による森
林増加シナリオ

RCP6（日本）
牧草地における家畜生
産性向上による自然植

グリッド面積に対する変化割合グリッド面積に対する変化割合
増加増加減少減少

20062006年から年から21002100年の間での各シナリオに年の間での各シナリオに
おける、農耕地おける、農耕地 + + 牧草地の変化牧草地の変化

RCP8.5RCP8.5RCP6RCP6

産性向上による自然植
生回復シナリオ

RCP8.5（オーストリア)
人口増による農地・牧
草地増加シナリオ

産性向上による自然植
生回復シナリオ

RCP8.5（オーストリア)
人口増による農地・牧
草地増加シナリオ

（）は作成機関の所在国

将来土地利用変化による気候への影響評価

RCP2.6RCP2.6RCP2.6RCP2.6 RCP8.5RCP8.5RCP8.5RCP8.5RCP6.0RCP6.0RCP6.0RCP6.0

地球システム統合モデルを利用した、各シナリオ地球システム統合モデルを利用した、各シナリオ20062006--21002100年の年の
地表面気温に対する土地利用変化影響の評価地表面気温に対する土地利用変化影響の評価（研究中）（研究中）

物理的な要因
による影響

CO2排出・吸
収による影響

-0.05℃-
0.06℃

-0.03℃

土地利用全
体の影響

+0.04℃ -0.08℃ +0.05℃

+0.07℃ +0.1℃-0.02℃

各図の右下の数値は、土地利用変化による全球平均気温への影響各図の右下の数値は、土地利用変化による全球平均気温への影響
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<S‐5‐3> 都市気候のシミュレーションモデル
●変数をモデルに入力して気候変動影響を予測
（気温などの変化）STEP 4

日本における土地利用変化影響の評価

<S‐5‐4>

土地利用モデルシミュレーション

気候モデルの入力となる変数の算出

（気温などの変化）

●土地利用変化から変数(人工排熱等)変化推定STEP 3

将来の都市経済シナリオの構築
●東京都市圏を対象とした空間詳細な社会経
済データの整備と都市発展シナリオの検討

●土地利用と交通の相互作用を考慮したモデル
を開発して土地利用変化を推定

STEP 1

STEP 2

◆将来土地利用シナリオの構築

CASE ACASE A：現状：現状

日本における土地利用変化影響の評価

CASE ACASE A：現状：現状

自動車利用が低 スト
自動車利用が高コスト

CASE BCASE B：分散：分散

自動車依存自動車依存郊外分散郊外分散型型

CASE CCASE C：集約：集約
コンパクトシティコンパクトシティ

在宅勤務可能

自動車利用が低コスト

鉄道駅周辺に集積

建築物の容積率を緩和

（IPCCの安定化シナリオには対応していない）
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◆都市圏の土地利用変化を推定するモデルの構造

家計：効用が高い所に立地
（地代が低い，職場に近い）
企業 利潤最大化 場所は固定

日本における土地利用変化影響の評価

企業：利潤最大化[場所は固定]

期待効用水準
（立地魅力度）

立地選択

建物需要 建物供給

土地市場

所得

賃料

家計

土地供給

地主

土地需要

建物市場
交通分布

交通
コスト

交通モデル交通モデル

目的地・交通手段
選択 建物需要 建物供給

土地開発者

交通分布選択

• 土地利用と交通の相互作用を考慮した応用都市経済モデル
• 現状の土地被覆からの変化を予測
• 都市の3次元構造（建物階数、容積率など）を考慮
• 住宅・商業地・交通のエネルギー統計から発熱量を推計

CASE A：現状の人口密度分布

24
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CASE B：分散シナリオの人口密度分布

• 人口がうすくひろがる
例）ロサンゼルスのような自動車依存型都市

25

CASE C：集約シナリオの人口密度分布

• 駅付近や都心に人口が集中
例）駅前に住んでコンパクトに歩いて居住
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CASE A：現状の建物密度

CASE B：分散シナリオの建物密度
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CASE C：集約シナリオの建物密度

CASE A：現状の緑被率
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CASE B：分散シナリオの緑被率

CASE C：集中シナリオの緑被率
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◆都市気候モデルの指標となる１６の変数を算出

番号 カテゴリー 変数名

日本における土地利用変化影響の評価

1 人口 夜間人口密度（人/km2）

２～６ 土地利用 森林割合、畑割合、水田割合、草地割合、
荒れ地割合

７～15 建物 密度（m2） （住宅・商業） 、階数（住・商）
人工排熱（顕熱） （W） （住・商）
人工排熱（潜熱） （W） （住・商）人工排熱（潜熱） （W） （住 商）
現状の（推計）法定容積率、建蔽率（住・商）
土地面積（住・商）、建物床面積（住・商）

16 交通 交通人工排熱（顕熱） 、（潜熱）

本テーマの土地利用シナリオを用
いた将来のヒートアイランド予測

（2050年代8月:テスト10日間NHRCM4km）

<高藪テーマ>
NHRCM（気象研）
WRF（筑波大）
CReSSiBUC（京都大）

℃ ℃分散型 － 現状 コンパクト － 現状

郊外の植生減少と排熱増加により、
平均気温が上昇する可能性

植生地表面の復活による大気の
冷却効果 ＞ 人口の集中化

気象研
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現行のシステム

新しい土地利用変化シナリオ

人口・GDPと土地利用変
統

１１

まとめ：土地利用シナリオの新たな発展

全球５０ｋｍメッシュの土
地利用シナリオ２２

２２
全世界を十数地域に分割。
地域の地理的分布情報は
盛り込まれていない

社会経済と自然変動を統
合したシナリオが不十分１１

化を統合したシナリオ
１１

３３ さらに詳細な都市レベ
ルの土地利用シナリオ

全球・都市気候モデルと
の連携による影響評価４４

３３ 土地利用変化と気候変動
の相互作用の考慮が不十
分

持続可能性の検討に向けての今後の課題

過去から推定 現状維持 地域内一定

農業生産性 森林生産性 水資源分布

温暖化影響を考慮した次世代土地利用シナリオ

農業モデル 水資源モデル生態系モデル


